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や環境は、スポーࢶ、ᩥ と୪ࡪ㍯のᰕの 1 であるにもᣊわらず、2020ࡘ 大会の環境施策・

持続可能性配慮施策がなかなか進まない。

そのようなヰを⪺き、༴ᶵឤを共᭷した環境に関する学㆑経験者や事業ᐙ、NGO、NPO 等の環

境問題に関ᚰがある個人・団体がボランタリーに集まり、関ಀ者への働きかけや、ロンドン大会

やリオ大会におけるඛ⾜事例の集等、東京大会で実践すべき環境取組を検討するためのさまざ

まな活動を続けてきた。

それらの活動がຌをዌし、現在までにさまざまな企業、団体から 2020 へ向けた環境取組の提案

が集まっている。≉に、「ྐ上ึのカーボン࣐イナス」に向けては、多ᩘの提案が集まっている。

たࡔし、提案の内容は⋢▼ΰΆのឤがྰめない。

そこで、関ಀ者㛫で㆟ㄽし、ඃⰋな取組を選ูしてຠᯝを᭱大するための産官学民連携のプ

ラットフォーム形ᡂの可能性にࡘいて検討・ᩚ⌮を⾜った。

その⤖ᯝ、「東京 2020 カーボン࣐イナスᛂプラットフォーム（仮⛠）」を❧ࡕ上げることを提

案する。

6XPPDU\
“Environment” is one of the three main pillars of the Olympics as well as “Sports” and “Culture”. However, 

it has been said that “environmental and sustainable program are not advanced in the Tokyo 2020 Games”.
Various people who felt such a sense of crisis -academics and business people, NGOs, NPOs etc. on 

environment-gathered.
In order to consider environmental protection measures to be practiced at the Tokyo 2020 Games, various 

activities such as pressure to stakeholders and investigation of precedents in London and Rio games have 
been made.

These activities have been successful, and so far various proposals for environmental efforts towards 2020 
have gathered from various companies and organizations. In particular, a large number of proposals aiming 
at “the first carbon-minus program in history” have gathered.

Therefore, the possibility of a platform of Industry, Academia, Government, and Citizens Collaboration to 
gather good proposals, choose and practice good program have been examined.

Based on the examination, “Tokyo 2020 carbon minus support platform (provisional name)” is proposed.



国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

 社会システム編　2020 年東京五輪・パラリンピック「カーボンマイナスのための

国民参加型プラットフォーム」の提案 平成 31 年 3 月

 
   2020  

         31 3

 

 
ᴫせ 
 
1. ⫼ᬒ ........................................................................................................................................................ 1 
2. ᨻ策❧案のための提案 ......................................................................................................................... 2 
3. ᚋの課題とᒎᮃ................................................................................................................................. 3 
 
参考ᩥ⊩ ..................................................................................................................................................... 3 
 
  



1国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

 社会システム編　2020 年東京五輪・パラリンピック「カーボンマイナスのための

国民参加型プラットフォーム」の提案 平成 31 年 3 月

 
   2020  

         31 3

1 
 

�.  

や環境は、スポーࢶ、ᩥと୪ࡪ㍯のᰕの 1 であるにもᣊわらず、「2020ࡘ 大会の環境施

策・持続可能性配慮施策がなかなか進まない」。2016 年⛅、2020 大会の環境施策に関するᑓ㛛ᐙ

会㆟「ま࡙ࡕくり・持続可能性委員会」から、そのような進ᤖ状ἣを▱り、調ᰝして判明したこ

とは次の 3  。であるࡘ

1）2020 東京大会開ദのỴめᡭの 1 いて、❧ೃ⿵に策ᐃした「環境にࡘとなった環境対策にࡘ

関する᭱㧗ᣦ針」が公表されていなかった[1]。 
2）ᙜ公表されていた「東京㸰㸮㸰㸮➇ᢏ大会・持続可能性に配慮した㐠営ィ⏬（➨一∧・案）」

では、ᣍ⮴のに⣙᮰した、ྐ 上ึのカーボン࣐イナスやࢮ࣑ࢦロ等の┠⋢ᨻ策にࡘいても一

切ゐれられていなかった。 
3）1）2）の⫼ᬒには、資金不足と、それによる㐺௵不在があるようࡔった。 

このままでは、環境施策・持続可能性配慮といった㠃でᙜึの⣙᮰がᯝたࡏない形で、㍯を

開ദすることとなる。㧗ᗘᡂ長を㐙げ、公ᐖをඞ᭹してきた環境ඛ進都ᕷ TOKYO が、ᡂ⇍国ᐙ

としてのオリンピックロールࣔࢹルを創り上げ、21 ୡ⣖にୡ⏺が┠ᣦすべき持続可能な経῭社会

のጼを 2020 大会でୡ⏺にⓎಙできる、⤯ዲのᶵ会をኻうことにもࡘながる。 
≉に資金にࡘいては、2016 年 12 月に、IOC、組織委員会、東京都、国との 4 者協㆟の場でⓎ表

された「バージࣙン㸯予算1)」では、組織委員会としての予算が 5000 ൨、その経㈝が᭱ᑠ 8000
൨～᭱大 1  3000 ൨で、2020 大会の開ദ経㈝を予ഛ㈝ྵめ合ィ「1  6000 ൨～1  8000
൨」と見✚もっており、「その経㈝」としている「8000 ൨～1  3000 ൨」は、組織委員

会の予算から切り離し、国、都、ᆅ方自体の㸱者で㈇ᢸすることとなっていたが、☜実に┠ฎ

の付いていた予算は、東京都の✚み❧てていた「オリンピック・ࣃラリンピック開ദ‽ഛ基金」

の⣙ 4000 ൨ࡔけࡔった。ࡘまりこの点で 7000 ൨～9000 ൨不足していたことになる。 
そのような実ែから、環境対策がᚋ回しにされるᜍれがあるとの༴ᶵឤを共᭷した、環境に関

する団体や学㆑経験者、事業ᐙ、NGO、NPO 等のネット࣡ークがボランタリーに集まり、関ಀ者

への働きかけや、ロンドン大会やリオ大会におけるඛ⾜事例の集等、東京大会で実践すべき環

境取組を検討するためのさまざまな活動を続けてきた。それらの活動がຌをዌし、現在までにさ

まざまな環境取組の提案が集まっている。≉に「ྐ上ึのカーボン࣐イナス」に向けては、多ᩘ

の提案が上がってきており、☜実に実現しそうな提案ࡔけをៅ㔜に選ࢇでも 6 件にのࡰる。 
  

                                                        
1) 2016 年 12 月 21 ᪥、国際オリンピック委員会（IOC）、東京都、ᨻᗓ、東京 2020 組織委員会 4 団体のトップら

によるᅄ者協㆟にてⓎ表。そのᚋ 2017 年 12 月 22 ᪥、大会経㈝ V2（バージࣙン 2）をⓎ表。 
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�.  

あと 1 年వりというṧされた㛫に合わࡏ、これらの提案を実現する仕組みをᵓ⠏し、それを

上ᡭく動かすことで、2020 年をዎᶵに方的なカーボン࣐イナス国民⾜動をಁし、ຠᯝを᭱大

するためのプラットフォームᵓ⠏を検討した。  
「持続可能な大会」として名㧗い、2012 年ロンドン㍯・ࣃラリンピックのᡂຌの⛎ジは、ィ

⏬ึ期ẁ㝵から多くの民㛫ステークホルダーをᕳき㎸めたことにあると言われている。2020 年東

京大会でも、2015 年 2 月にⓎ表した「大会開ദ基本ィ⏬」ビジࣙンに「エンࢤージメント」をᥖ

げ、「大会ビジࣙンを広く㔊ᡂし国内外の人ࠎと共に大会を創りあげていく活動」として、学㆑経

験者、民㛫セクター、NGO・NPO、業⏺団体等多くの方ࠎと協働で取組む、とㅻっている。とこ

ろが、ᑡなくない᭷㆑者から、東京大会はロンドンにẚべて持続可能性配慮施策にࡘいての対ᛂ

が遅い、とのᣦを受けるなか、エンࢤージメントにࡘいても、ᤖࠎしくないようである。 
その一ᅉとして、㍯スポンサーに対する配慮による、活動の制⣙が挙げられる。その⤖ᯝ、

㍯に関ಀする活動にオフィシャルスポンサー（多㢠の協㈶金をᨭᡶっている企業）ࡔけしか参

加できず、多ᵝなステークホルダーをᕳき㎸ࡔࢇエンࢤージメントがᅔ難となっている。 
オリンピックに⤡めた事業᥎進が┦ᙜに制限されているなか、組織委員会の➨ 2 エンブレム事

業では国や自体が主体となれば、2020 大会の「公認プログラム」として認められ、これを活用

した「カーボン࣐イナス国民㐠動」の仕組みసりが可能であると考えられる。 
ල体的には、⏕可能エネルギーのᑟධをはじめとする、低炭素社会に向けたᵝࠎな提案を集

め、2020 大会のカーボン࣐イナスを実践する仕組みとして、「東京 2020 カーボン࣐イナスᛂプ

ラットフォーム（仮⛠）」を❧ࡕ上げる。ここに、2020 大会組織委員会からの公認を受け、団体や

個人を集める。プラットフォームのᙺは、産官学民多方㠃から集まるカーボン࣐イナスに向け

たඃⰋな協働提案を集⣙、スクリーニングし、それらの実現に向けてᚲせな࣐ッチングをᅗり、

事業をຓけることであり、2020 大会以降の「明るく㇏かな低炭素社会」に向けた持続的な国民

⾜動の♏とする。 
 

 

1 2020  
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3.  

現状では、組織委員会により認められる公認プログラムでは、オフィシャルスポンサー以外の

営利企業が社名を挙げる仕組みが無い。筆者も参加する、現在この東京大会で実践すべき持続可

能性配慮施策を検討するためのさまざまな活動を進めている女性経営者組織「サスティナブル・

ビジネスウィメン」が、IOC バッハ会長宛に公開質問状を送った。その内容は次の二点である。 
 

質問①� 例えば、国が創設した公的基金等が受け皿となり、企業や個人から寄付金やオフセット・

クレジット等の提供を受け、持続可能性施策の一部に充てるような仕組みを検討する場

合、IOC から何か条件や制限はあるか？ 
質問②� 大会スポンサー以外の企業が、資金や現物出資、カーボン・オフセット等を通じて、大

会の持続可能性に協力できれば、予算不足でも持続可能性配慮が進むはず。そのような

企業は仮に協力しても、情報開示できないのか？ 
 
IOC からの回答によると、持続可能性のための基金創設が可能かどうかは、組織委員会が判断

するべきことのようであるが、組織委員会は大会ブランド保護のため、スポンサー以外の企業か

ら資金等の提供を受ける仕組みに、主体的に関わることは難しいと思われる。 
このため、組織委員会と切り離し、例えば、公益的な団体が社会実験として、2020 年以降を見

据えた上述のようなプラットフォームを創設し、そこに資金や労力・クレジット等の現物の寄付

の事実を公表可能な形で企業や個人から集め、それを組織委員会との協働事業等 2020 の持続可

能性配慮施策に投じることは、現実的な選択肢と考えられる。 
リサイクル鉄活用に向けた低炭素社会戦略センターの取組を始め、産官学民が広く連携したこ

れまでの働きかけにより、2020 大会における調達の際の拠り所となる「東京都環境物品等調達方

針（公共工事）」では、そのチェックリストの中に「電炉鋼材などのリサイクル鋼材」が明記され

た。 
多くのステークホルダーが集まるであろう本提案のプラットフォームには、こうした着実なブ

レークスルーがさらに期待でき、環境施策・持続可能性配慮施策への取り組みが遅れていると言

われる 2020 東京大会の現状への対策にもなろう。 
 

 

[1] 公益財団法人自然エネルギー財団 大野輝之, “持続可能なオリンピックへの道～リレハンメ

ル、シドニー、ロンドン～東京 2020 の課題”, p10, 2016 年 12 月． 
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